
１.30「退職手当引下げ阻止」総決起集会 

と き １月 30 日(火)  

ところ 岩手県産業会館大ホール 

9：30 受付開始 

10：00 「退職手当引下げ阻止」総決起集会 

  10：35   --- 県庁へ移動 --- 

10：45  県庁座込み・交渉支援 

      県庁４・５階 

11：00  総務部長交渉 

11:50頃  結果報告・解散予定 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地方公務員共闘会議（議長：佐藤淳一・岩

教組委員長）は、退職手当引下げ・給料の特別

調整額（管理職手当）減額提案交渉の最終局面

として、１月30日、佐藤総務部長と交渉を行う。 

【１月23日人事課長交渉結果と交渉課題】 

◎退職手当引下げ 

「官民較差の早期解消」・「県財政事情」を理由

に、今年度末退職者からの引下げを譲らないば

かりか、引下げに伴う職員の勤務意欲確保策の

詳細を示さない姿勢であった。現場代表者の厳しい実態を突き付けた結果、「実施

時期を含め何らかの対応ができるか上司と相談させていただきたい」と交渉で押し

戻した。総務部長交渉では、提案撤回

を求めつつ、引下げ時期の先伸ばし（特

に今年度末退職者の引下げ阻止）、具体

的かつ納得できる勤務意欲確保策を引

き出せるのかがカギとなる。 

◎管理職手当減額継続 

県財政の収支ギャップを理由に継続

を釈明したが、十分納得いく説明でな

い。財政責任を職員に押し付け、人勧

によらない独自削減を続ける当局姿勢

の不当性を追及し、早期解消を求める。 

当局は退職手当引

下げでなく勤務意欲

確保策こそ行うべき 
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退職手当引下げ

阻止闘争も最終

局面へ！引下げ

阻止・勤務意欲確

保のため県職労

に結集を！ 
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≪これまでの交渉での確認と総務部長交渉の課題 ≫ 
要求課題 これまでの経過 交渉課題 

退職手当引下

げ提案への諸

課題 

・今年度中退職者に対する厳しい内容

で、高齢層職員の勤務意欲に影響を与

えるのは理解するが、官民較差解消・

財政事情等を勘案して提案。 

・当県は退職手当債に依存。今年度退

職者に対して支払う退職手当債も７

億の減額。今年度退職者に係る手当分

から新たな多額の財源対策が必要。 

・実施時期を含め、何らかの対応がで

きるか上司と相談して協議。 

官民較差・県財政事情等を来る返す当

局姿勢を許さず、５年前の400万に引き

続く手当削減による勤務意欲失墜の問

題を追及する。併せて、当局の財政努

力等を強く求め、引下げ時期の先延ば

し等ができないか対応を求める。特に

も、今年度末退職者には既に退職手当

予定額が提示されており、生活設計を

覆すもので、引下げを断固阻止してい

く。 

職員の勤務意

欲確保策 

・高齢層職員の勤務意欲確保の観点か

ら、何らかの配慮ができないか検討。

職員の多様な働き方や人材確保の観

点からも検討し、今後示す。 

・昇給昇格等の運用改善に関しては、

退職手当の引下げに当たり、今一度、

各任命権者に高齢層職員の勤務意欲

確保の視点で要請。 

約70万円余の手当引下げを提案する以

上、具体的な勤務意欲確保策の提示は

不可欠。特にも、55歳昇給抑制を受け、

かつ給与制度の総合的見直しで賃金抑

制（現給保障等）を受けている職員に

対する賃金改善等がなければ勤務意欲

は維持できない。対策を求める。 

給料の特別調

整額（管理職手

当）独自削減 

財政難を理由に14年目の実施を提案。

県財政収支ギャップが続き財源対策

基金が厳しく、歳出削減が必要。 

財政責任を職員に転換するもので許さ

れない。人勧によらない独自削減の不

当性を質し、早期解消を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■退職手当の実損額計算（行政職の例）

級 最高号給 給料月額 ×
支給月数

（57月×調整率）
調整率 ＋ 調整月額 × 月数 ＝ 総支給額

実損額
（Ｂ－Ａ）

現行（Ａ） 49.59 0.870 ＝ 20,827,248

提案（Ｂ） 47.709 0.837 20,098,925

現行（Ａ） 49.59 0.870 ＝ 21,642,189

提案（Ｂ） 47.709 0.837 20,895,244

▲ 728,323

▲ 746,945
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